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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １  取扱高及び営業収益には、消費税等は含めておりません。 

２  第81期中間連結会計期間及び第81期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

    第82期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であ

り、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第81期中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成19年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ８月31日

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ２月28日

取扱高 (百万円) 818,776 848,568 823,515 1,630,752 1,670,076

営業収益 (百万円) 72,432 77,809 77,867 145,989 155,383

経常利益 (百万円) 16,648 18,031 1,679 35,572 33,292

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) 9,426 10,864 △27,223 18,363 13,944

純資産額 (百万円) 64,094 74,974 46,181 66,073 75,789

総資産額 (百万円) 543,383 565,264 585,211 542,906 605,118

１株当たり純資産額 (円) 300.18 353.49 217.39 312.20 357.57

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△)

(円) 44.15 51.36 △128.68 85.89 65.92

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 44.15 ─ ─ 85.89 ─

自己資本比率 (％) 11.8 13.2 7.9 12.2 12.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △50,112 △19,518 △11,629 2,432 △13,016

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,824 △2,619 △2,495 5,126 △6,283

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △38,824 9,107 △3,277 △51,443 10,675

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 43,773 77,806 64,799 90,640 82,211

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,140
(2,436)

1,333
(2,286)

1,296
(2,598)

1,210
(2,353)

1,271
(2,343)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 取扱高及び営業収益には、消費税等は含めておりません。 

２  第81期中間会計期間及び第81期事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

    第82期中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第81期中間会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期

会計期間

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日

自 平成19年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ８月31日

自 平成17年 
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成19年 
  ２月28日

取扱高 (百万円) 811,522 842,035 820,654 1,617,518 1,658,166

営業収益 (百万円) 69,911 74,880 77,255 140,658 151,322

経常利益 (百万円) 16,033 17,594 1,828 33,571 33,370

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(百万円) 9,060 8,720 △26,882 17,057 11,673

資本金 (百万円) 43,343 43,343 43,343 43,343 43,343

発行済株式総数 (千株) 213,682 213,682 213,682 213,682 213,682

純資産額 (百万円) 68,617 76,206 47,642 69,628 76,930

総資産額 (百万円) 547,052 565,466 585,976 545,217 605,259

１株当たり純資産額 (円) 321.36 360.20 225.19 329.01 363.62

１株当たり中間(当期) 
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△)

(円) 42.44 41.23 △127.06 79.77 55.18

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 42.43 ─ ― 79.77 ─

１株当たり配当額 (円) 7.50 10.00 0.00 17.50 20.00

自己資本比率 (％) 12.5 13.5 8.1 12.8 12.7

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,004
(1,913)

1,179
(1,776)

1,007
(1,877)

1,070
(1,883)

1,205
(1,818)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに当社の関係会社となりました。 

 
また、丸紅㈱は、平成19年３月16日に㈱ダイエーの議決権の一部を売却したことにより、親会社に該当

しないこととなりました。 

  
  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。)であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時

従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

     ３  従業員数が当中間会計期間において198人減少しておりますが、その主な理由は、株式会社プロセントへの

人員の出向によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の 

所有割合 

（％）

関係内容

(連結子会社)

㈱プロセント  東京都墨田区 150
 信販事業 

 (カードプロセシング業)
80.0  役員の兼任等

事業部門別 従業員数(人)

信販事業 1,120(2,401)

その他の事業 29(   14)

管理部門 147( 183)

合計 1,296(2,598)

従業員数(人) 1,007(1,877)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、公共投資は低調に推移しているものの、企業収益が高水

準で推移する中、設備投資は引き続き増加しており、雇用者所得が緩やかな増加を続けるもとで、個人
消費は底堅く推移するなど、景気は緩やかに拡大してまいりました。 
クレジットカード業界におきましては、生活者のライフスタイルの変化やＩＴ技術の進展に伴う決済

市場の多様化等で市場規模は拡大しており、今後も一層の成長が予測されております。一方、競争力強
化のための業界再編も活発化し、電子マネーなどの新技術・新サービスの進展や顧客ニーズの高度化等
による対応並びに、貸金業法の改正や割賦販売法の見直し機運など、業界を取り巻く経営環境が劇的に
変化しており、業界は大きな転換期に直面しております。 
このような情勢下にあって、当社は、厳しい競争環境に打ち勝つ独自のクレジットビジネスを確立す

るため、「営業戦略」「コスト構造戦略」「オペレーション品質戦略」を経営戦略の柱とし、競合他社
への優位性を確立し、企業価値の向上に取り組んでまいりました。また、将来の市場拡大に向けたアウ
トソーシングビジネスの取り組みとして、株式会社丸井との共同出資により、両社それぞれのノウハ
ウ、経営資源を提供し、クレジットカード事業に関わる業務全般を専門に受託する独立系プロセシング
会社を目指し、合弁会社「株式会社プロセント」を設立、４月より業務を開始いたしました。３月には
即時発行業務の受託を開始した株式会社ＵＣＳを含め、当中間連結会計期間末における受託社数は、
134社となりました。さらに６月には、当社と株式会社丸井は、両社のクレジット業務の共同運営を推
進するため、丸井グループでシステム運営を担う株式会社エムアンドシーシステムに、クレジットシス
テムの一部を業務委託するとともに、５％の出資をおこないました。 
  
「カードビジネス」につきましては、当社の募集力、データベースマーケティング力、プロモーショ

ン力を活用し、提携先の売上向上に貢献する「マーケティング・ソリューション・パートナー（ＭＳ
Ｐ）」モデルを更に進化させ、新規取引先の開拓に努めてまいりました。この結果４月には、三重県内
でスーパーマーケットを23店舗展開する株式会社ぎゅーとらと提携した「Ｇｙｕｔｏｒａ Ｃａｒｄ」
と、ファッションブランドや飲食店など145店舗のテナントが入る北海道 大級の商業施設である千歳
アウトレットモール・レラの事業主体者であるラサール インベストメント マネージメント インク
と提携し、「レラ・メンバーズカード」を発行いたしました。８月には家電量販店大手エディオングル
ープと提携し、５年間長期修理保証やポイント特典付きの「ｅｅカード」の発行を開始いたしました。
一方、会員組織との提携カードとして、３月には大阪府と提携し、カードショッピング利用金額の一部
を大阪府文化振興基金に寄付する全国初の自治体による社会貢献型クレジットカード「ＯＳＡＫＡメセ
ナカード」を発行するとともに、同月に慶應義塾、株式会社慶應学術事業会及び株式会社サンリオと提
携し、慶應義塾大学の奨学基金への支援機能がついた「慶應ＯＭＣカード」を発行いたしました。さら
に、交通系分野の提携カードとして、７月には九州石油株式会社との間で、ガソリン・軽油・灯油割引
特典の付いた「ストークカードＯＭＣ」を発行いたしました。また、同月には、業界初のラジオ番組と
タイアップした「ファンフラＪｉｙｕ！dａ！カード」を発行し、従来のクレジットカードの枠を超え
た新しい付加価値を小林克也氏とラジオリスナーとともに創造しております。 
カード利用率向上の取り組みとしては、ご好評いただいております「ＯＭＣカードご優待デー」を継

続的に実施いたしました。また、７月からは大阪ガス株式会社との直接契約により日常決済分野の更な
る拡充を図ってまいりました。さらに、少額決済分野である携帯電話による決済サービスについては、
４月より「ＯＭＣ Ｖｉｓａ Ｔｏｕｃｈモバイル」の15分発行を開始し、７月には昨年開始した「ＱＵ
ＩＣＰａｙ」サービスを全ての会員様にご利用できるよう拡充いたしました。一方、毎月のお支払金額
をお客様ご自身で自由に設定できる「あと決めプラン」のサービスは新規入会の会員の方々へも拡充
し、支払いにおける安心と利便性の提供を追求してまいりました。お客様にご利用いただける加盟店の
拡大にも継続的に取り組み、当中間連結会計期間末における加盟店数は、約36万３千店となりました。
カードキャッシングにつきましては、会員の利便性向上を図るため、新たに株式会社高知銀行、株式

会社四国銀行、株式会社愛知銀行と提携するなど、ご利用拠点の拡大に努めてまいりました。また、お
客様の多様な資金ニーズにお応えするため、６月より携帯電話またはパソコンの「ＯＭＣ Ｐｌｕｓ」
内で即時振込サービスを開始いたしました。 
「会員ビジネス」につきましては、お客様満足の一層の向上を目指した戦略的提携の更なる拡大とデ

ータベースマーケティングの継続的強化を図るとともに、保険事業において、お客様に 適の保険商品
を選んでいただくことのできるＷｅｂサイト「＠保険」を５月に開設いたしました。また、お客様との
より良い関係づくりとしての新たな取り組みとして、３月には紀尾井ホールでのクラシック・冠コンサ
ートへの会員招待、８月には日印交流年の催しとして夏休み中のお子様を対象にしたイベント「インド
文化を体験しよう！」を株式会社ダイエーの店舗において取り組みました。 
リスクマネジメントにつきましては、改正貸金業法の段階的施行を踏まえ、初期与信におきましては

審査システム「ＩＢＩＳ」を活用した与信モデルの機動的な組み換えを実施するとともに、運用の厳格
化を図ってまいりました。また債権管理におきましても、債権管理システム「ＣＲＯＳＳ」を活用した
効果的な債権管理体制の充実と体制強化を図る一方、カウンセリングをベースとしたお支払いの相談体
制を推進してまいりました。更に途上管理におきましては、不正情報データベースを活用し 近多発し
ているなりすまし犯罪への対応を強化するとともに、不正検知システム「Ｇｒｉｆｆｏｎ」を活用し、
検知能力の精緻化を推進することにより不正被害を抑制してまいりました。 



資金調達につきましては、資金の安定化を図るとともに、ＣＰ等発行による機動的な調達や、クレジ
ット債権流動化による組成の多様化にも努めてまいりました。 
個人情報保護につきましては、当社は、流通系クレジット会社では初めて個人情報を適切に保護して

いる企業として、「プライバシーマーク」を取得しておりますが、このたび、平成18年５月に認定基準
であるＪＩＳ規格が法令により厳格かつ高度に改正されたのを契機に、いち早く新規格を取り入れ、他
社に先駆け平成19年３月に新ＪＩＳ規格にて更新認定を受けました。今後も、さらにお客様からの信頼
を得るべく、継続的に個人情報保護への取り組みを実践してまいります。   
ＣＳＲへの取り組みにつきましては、社会貢献・寄付型クレジットカードである「地球にやさしいカ

ード」の寄付総額が約５億368万円となり、社会貢献型クレジットカードの寄付額としては、クレジッ
ト業界で 大規模のものとなりました。また、環境保護、社会貢献活動として、６月に福岡ラブアース
にも参加し、従業員ボランティアによる地域清掃活動にも積極的に関わっております。 
しかしながら、平成19年８月に公表された「貸金業者向けの総合的な監督指針(案)」及び「貸金業の

業務運営に関する自主規制基本規則(案)」を受け、抜本的な与信政策の見直しに基づく新規優良顧客の
獲得に大きく舵を切りました。これにより既存の会員で新基準に適合できない会員層への貸付債権を分
離し、個別管理して処理することとした当該債権について、現時点で回収完了までに将来発生が見込ま
れる損失471億円を貸倒引当金繰入額として計上することといたしました。 
  
これらの結果、当中間連結会計期間における営業収益は、77,867百万円（前中間連結会計期間比

0.1％増）、経常利益は、1,679百万円（前中間連結会計期間比90.7％減）となりました。また、中間純
損失は、貸倒引当金繰入額などを特別損失に計上したことにより、27,223百万円となりました。 
  

事業部門別の業績 
①信販事業 
「信販事業」の営業収益につきましては、77,595百万円(前中間連結会計期間比0.2％増)となりまし
た。 
  

②その他の事業 
「その他の事業」の営業収益につきましては、271百万円(前中間連結会計期間比29.1％減)となりまし
た。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、11,629百万円の支出（前中間連結会計

期間は19,518百万円の支出）となりました。 

これは、主に、貸倒引当金が48,157百万円増加した一方、税金等調整前中間純損失が45,528百万円と
なったことに加え、カードショッピング等の営業債権が21,197百万円増加したことによるものでありま
す。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、2,495百万円の支出（前中間連結会計
期間は2,619百万円の支出）となりました。 

これは、主に、クレジットシステムの機能向上に伴う無形固定資産の取得により2,445百万円支出し

たことによるものであります。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、3,277百万円の支出（前中間連結会計

期間は9,107百万円の収入）となりました。 

これは、主に、配当金の支払いに加え、借入金が減少したことによるものであります。 

  

以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ17,411

百万円減少し、64,799百万円となりました。 

  

「第２ 事業の状況」の上記の金額及びこれ以降に記載している金額には消費税等を含めておりませ

ん。 

  



２ 【営業実績】 

(1) 事業部門別営業収益 
  

 
  

(2) 事業部門別取扱高 
  

 
(注) １ ( )内は、元本取扱高であります。 

２ 各部門別の取扱高の範囲は次のとおりであります。 

 
３ 信販事業の「その他」の主なものは、クレジット会社への精算代行であります。 

４ 主な相手先別の取扱高及び総取扱高に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

事業部門別

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

信販事業 77,426 77,595

 総合あっせん 12,985 13,833

 個品あっせん 225 126

 融資 57,808 57,211

 融資代行 395 ─

 その他 5,986 6,374

 金融収益 25 49

その他の事業 382 271

計 77,809 77,867

事業部門別

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

信販事業 846,575 820,930

 総合あっせん
463,091
(462,522)

500,885
(500,199)

 個品あっせん
1,364

(  1,232)
784

(  709)

 融資
256,682
(256,681)

224,546
(224,546)

 融資代行 33,606 ─

 その他 91,831 94,714

その他の事業 1,992 2,584

計 848,568 823,515

総合あっせん クレジット対象額に顧客手数料を加算した金額であります。ただし、リボルビング

払いの場合はクレジット対象額であります。

個品あっせん クレジット対象額に顧客手数料を加算した金額であります。

融資 融資額であります。ただし、アドオン方式の場合は融資額に利息を加算した金額で

あります。

融資代行 提携先のカード会員に対する融資代行額であります。なお、前連結会計年度にＣＤ

機を東京スター銀行のＡＴＭに切替えたことにより、当中間連結会計期間において

「融資代行」部門の計上はありません。

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

取扱高(百万円) 割合(％) 取扱高(百万円) 割合(％)

㈱ダイエー 88,080 10.4 86,534 10.5



提出会社参考情報 

(1) 部門別営業収益 

  

 
  

(2) 部門別取扱高 

  

 
(注) １ ( )内は、元本取扱高であります。 

２ 各部門別の取扱高の範囲は次のとおりであります。 

 
３ 「その他」の主なものは、クレジット会社への精算代行であります。 

４ 主な相手先別の取扱高及び総取扱高に対する割合は次のとおりであります。 

 
  

部門別

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

総合あっせん 12,994 13,847

個品あっせん 225 126

融資 55,531 57,265

融資代行 402 ―

その他 5,702 5,966

金融収益 25 49

計 74,880 77,255

部門別

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

金額(百万円) 金額(百万円)

総合あっせん
463,091
(462,522)

500,885
(500,199)

個品あっせん
1,364

( 1,232)
784

(    709)

融資
251,960
(251,959)

224,546
(224,546)

融資代行 34,037 ―

その他 91,581 94,438

計 842,035 820,654

総合あっせん クレジット対象額に顧客手数料を加算した金額であります。ただし、リボルビング

払いの場合はクレジット対象額であります。

個品あっせん クレジット対象額に顧客手数料を加算した金額であります。

融資 融資額であります。ただし、アドオン方式の場合は融資額に利息を加算した金額で

あります。

融資代行 提携先のカード会員に対する融資代行額であります。なお、前事業年度にＣＤ機を

東京スター銀行のＡＴＭに切替えたことにより、当中間会計期間において「融資代

行」部門の計上はありません。

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

取扱高(百万円) 割合(％) 取扱高(百万円) 割合(％)

㈱ダイエー 88,080 10.5 86,534 10.5



(3) クレジットカード会員数、利用件数及び加盟店数 

  

 
(注) 利用件数は平成18年８月及び平成19年８月における顧客に対する請求件数であります。 

  

(4) 融資における業種別貸出状況  

  

 
(注) 貸出金残高は「営業貸付金」であります。 

  

(5) 融資における担保別貸出状況 

  

 
(注) 貸出金残高は「営業貸付金」であります。 

  

区分
前中間会計期間末

(平成18年８月31日現在)
当中間会計期間末 

(平成19年８月31日現在)

クレジットカード会員数 (千名) 8,463 9,279

総合あっせん (千件) 3,668 3,884

利用件数 個品あっせん (千件) 23 14

融資 (千件) 1,036 1,058

加盟店数 (千店) 358 363

業種

前中間会計期間末
(平成18年８月31日現在)

当中間会計期間末 
(平成19年８月31日現在)

貸出金残高 
(百万円)

構成比
(％)

貸出件数
(件)

貸出金残高
(百万円)

構成比 
(％)

貸出件数 
(件)

製造業 ― ― ― ― ― ―

農業 ― ― ― ― ― ―

林業 ― ― ― ― ― ―

漁業 ― ― ― ― ― ―

鉱業 ― ― ― ― ― ―

建設業 ― ― ― ― ― ―

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ― ―

運輸・通信業 ― ― ― ― ― ―

卸売、小売・飲食店 470 0.1 124 218 0.1 70

金融・保険業 21,570 6.4 3 3,994 1.1 3

不動産業 2,432 0.7 2 1,845 0.5 1

サービス業 ― ― ― ― ― ―

地方公共団体 ― ― ― ― ― ―

個人 314,281 92.8 1,036,817 358,408 98.3 1,047,179

その他 49 0.0 1 ― ― ―

合計 338,803 100.0 1,036,947 364,465 100.0 1,047,253

担保の種類

前中間会計期間末
(平成18年８月31日現在)

当中間会計期間末 
(平成19年８月31日現在)

金額(百万円) 金額(百万円)

有価証券 172 148

債権 2,610 218

商品 ― ―

不動産 6,318 5,750

その他 231 180

計 9,332 6,298

保証 ― ―

信用 329,471 358,166

合計 338,803 364,465



３ 【対処すべき課題】 

今後につきましては、公共投資は減少基調が続くと見込まれる一方で、個人消費は、雇用者所得の増加

等を背景に、緩やかな増加基調をたどり、内外需要の増加や高水準の企業収益が続くとの見込みのもと、

設備投資は、引き続き増加が続くと予想されるなど、景気は緩やかな拡大を続けると思われます。 

クレジットカード業界におきましては、経営効率化が問われる中、貸金業法等の法律の改正など、当社

を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況が続くと思われます。こうした環境下にあって、当社は、「カ

ードビジネス」を中核とした「会員ビジネス」と「アウトソーシングビジネス」の戦略的事業拡大に取り

組むとともに、新たな貸金業法に対応できる企業体質の確立を目指し、更なる経営の効率化を推進するこ

とにより、強固な経営基盤の確立に努めてまいります。また、当社と株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ及び株式会社三井住友銀行、三井住友カード株式会社は、クレジットカード事業における広範囲な

戦略的提携にむけ、経営トップによる戦略構築委員会を設置して協議していくこと等について、平成19年

７月27日に基本合意しており、今後は相互の経営資源や事業基盤の緊密な連携を図ることで、本邦ナンバ

ー１のクレジットカード事業体を構築することを目指してまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

戦略的提携に関する基本合意 

当社と株式会社三井住友フィナンシャルグループ及び株式会社三井住友銀行、三井住友カード株式会社

は、クレジットカード事業における広範囲な戦略的提携にむけ、平成19年７月27日に基本合意書を締結い

たしました。 

概要は、「３ 対処すべき課題」に記載しております。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、研究開発活動について、特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 670,000,000

計 670,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年８月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月20日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 213,682,082 213,682,082
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 213,682,082 213,682,082 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

 平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 野村信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行 

株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係るものであります。 

   ２ 野村信託銀行株式会社(信託口)の持株数58,633千株を信託財産とする信託受益権は、株式会社三井住友 

         銀行が保有しております。 

         なお、その株式の議決権行使の指図者は、株式会社ダイエーが留保しております。 

     ３ 当社は、自己株式2,114千株(0.99％)を保有しておりますが、上記には記載しておりません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

  平成19年８月31日 ― 213,682,082 ― 43,343 ― 536

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

野村信託銀行株式会社(信託口) 東京都千代田区大手町二丁目２番２号 58,633 27.44

株式会社ダイエー
兵庫県神戸市中央区港島中町
四丁目１番１

44,028 20.60

アコム株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 32,085 15.02

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 10,366 4.85

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,836 4.14

日興シティグループ証券 
株式会社

東京都港区赤坂五丁目２番20号
赤坂パークビルヂング

7,829 3.66

富士ソフトディーアイエス 
株式会社

東京都千代田区神田須田町二丁目７番地 1,950 0.91

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー   
(常任代理人   株式会社みずほ 
コーポレート銀行 兜町証券決済
業務室)

P.O.BOX 351 BOSTON
MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,788 0.84

モルガン・スタンレーアンドカン
パニーインク 
(常任代理人  モルガン・スタン
レー証券株式会社 証券管理本部 
オペレーション部門)

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK 
10036, U.S.A. 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 
 恵比寿ガーデンプレイスタワー)

1,468 0.69

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,451 0.68

計 ― 168,436 78.83



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,900株(議決権119個)含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式86株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式  
       2,114,600

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式   
   211,544,200 2,115,442

―

単元未満株式
普通株式   
        23,282

― ―

発行済株式総数 213,682,082 ― ―

総株主の議決権 ― 2,115,442 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱オーエムシーカード

東京都港区港南二丁目 
16番４号

2,114,600 ― 2,114,600 0.99

計 ― 2,114,600 ― 2,114,600 0.99

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

高(円) 996 1,020 972 1,124 913 782

低(円) 724 837 842 866 737 524



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、前中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年

８月31日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)

の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計

期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年

３月１日から平成19年８月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 77,806 64,799 82,211

２ 割賦売掛金 ※
１ 
７ 136,695 158,317 138,760

３ 営業貸付金 ※
５
７ 332,775 358,626 356,992

４ たな卸資産 2,100 905 905

５ 繰延税金資産 13,232 37,682 13,670

６ その他 22,319 16,011 20,578

貸倒引当金 △40,740 △88,210 △40,067

流動資産合計 544,187 96.3 548,131 93.7 573,050 94.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２

(1) 建物及び構築物 637 984 980

(2) 土地 52 1 1

(3) その他 132 822 0.1 304 1,290 0.2 323 1,304 0.2

２ 無形固定資産 7,873 1.4 9,299 1.6 9,052 1.5

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 5,850 5,337 5,718

(2) 固定化営業債権 ※３ 620 592 584

(3) 繰延税金資産 1,375 15,881 10,371

(4) その他 5,152 5,276 5,619

貸倒引当金 △618 12,380 2.2 △597 26,490 4.5 △582 21,711 3.6

固定資産合計 21,076 3.7 37,080 6.3 32,068 5.3

資産合計 565,264 100.0 585,211 100.0 605,118 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 28,451 30,932 28,202

２ 短期借入金 83,040 85,989 83,500

３ 一年内返済
長期借入金

※９ 182,105 121,701 114,397

４ 未払法人税等 3,879 10,965 12,678

５ 預り金 15,575 18,452 25,099

６ 賞与引当金 745 606 690

７ 役員賞与引当金 ─ ─ 31

８ 利用促進引当金 2,446 ─ ─

９ 利息返還損失引当金 2,035 ─ ─

10 割賦利益繰延 ※４ 931 914 949

11 その他 12,124 11,781 12,269

流動負債合計 331,334 58.6 281,345 48.1 277,818 45.9

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※９ 154,388 214,295 225,315

２ 利用促進引当金 ─ 4,318 3,034

３ 退職給付引当金 3,024 2,902 2,957

４ 役員退職慰労引当金 20 6 21

５ 利息返還損失引当金 ─ 30,095 18,914

６ その他 ※５ 1,522 6,067 1,268

固定負債合計 158,955 28.1 257,684 44.0 251,510 41.6

負債合計 490,289 86.7 539,029 92.1 529,329 87.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 43,343 7.7 43,343 7.4 43,343 7.2

２ 資本剰余金 536 0.1 536 0.1 536 0.1

３ 利益剰余金 34,996 6.2 6,621 1.2 35,960 5.9

４ 自己株式 △5,044 △0.9 △5,044 △0.9 △5,044 △0.8

株主資本合計 73,832 13.1 45,457 7.8 74,796 12.4

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

954 0.2 536 0.1 854 0.1

評価・換算差額等
合計

954 0.2 536 0.1 854 0.1

Ⅲ 少数株主持分 186 0.0 188 0.0 138 0.0

純資産合計 74,974 13.3 46,181 7.9 75,789 12.5

負債純資産合計 565,264 100.0 585,211 100.0 605,118 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

１ 総合あっせん収益 12,985 13,833 26,163

２ 個品あっせん収益 225 126 389

３ 融資収益 57,808 57,211 114,368

４ 融資代行収益 395 ― 493

５ その他の収益 6,368 6,645 13,902

６ 金融収益 25 77,809 100.0 49 77,867 100.0 64 155,383 100.0

Ⅱ 営業費用

１ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 54,726 70,103 112,023

２ 金融費用 5,263 59,989 77.1 6,135 76,238 97.9 10,619 122,642 78.9

営業利益 17,820 22.9 1,628 2.1 32,740 21.1

Ⅲ 営業外収益

１ その他 328 328 0.4 163 163 0.2 686 686 0.4

Ⅳ 営業外費用

１ 持分法による 
  投資損失

49 46 0

２ その他 68 118 0.1 66 112 0.2 134 134 0.1

経常利益 18,031 23.2 1,679 2.1 33,292 21.4

Ⅴ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ 11 ― 11

２ 投資有価証券売却益 78 89 0.1 302 302 0.4 91 102 0.1

Ⅵ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※３ 841 ― 910

２ 貸倒引当金繰入額 ※４ 1,734 47,148 1,734

３ 利息返還損失引当金 
  繰入額

─ ― 10,958

４ 確定拠出年金制度 
  改定に伴う拠出金

571 ― ─

５ その他 995 4,142 5.3 362 47,510 61.0 3,406 17,010 11.0

税金等調整前 
中間(当期)純利益

13,978 18.0 ― ― 16,385 10.5

税金等調整前 
中間純損失

― ― 45,528 △58.5 ― ―

法人税、住民税 
及び事業税

3,799 11,032 12,477

法人税等調整額 △683 3,115 4.0 △29,328 △18,295 △23.5 △10,041 2,435 1.5

少数株主利益 ─ ─ ― ― 5 0.0

少数株主損失 1 △0.0 9 △0.0 ─ ─

中間(当期)純利益 10,864 14.0 ― ― 13,944 9.0

中間純損失 ― ― 27,223 △35.0 ― ―



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

 
(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・ 

換算差額等
少数株主 

持分
純資産合計

資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他 

有価証券

評価差額金

平成18年２月28日残高 (百万円) 43,343 536 26,307 △5,175 65,011 1,061 188 66,261

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △2,115 ─ △2,115 ─ ─ △2,115

  役員賞与(注) ─ ─ △39 ─ △39 ─ ─ △39

 中間純利益 ─ ─ 10,864 ─ 10,864 ─ ─ 10,864

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △1 △1 ─ ─ △1

 自己株式の処分 ─ △0 △20 132 111 ─ ─ 111

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
─ ─ ─ ─ ─ △106 △1 △108

中間連結会計期間中の変動額合計 

           (百万円)
─ △0 8,689 131 8,821 △106 △1 8,713

平成18年８月31日残高 (百万円) 43,343 536 34,996 △5,044 73,832 954 186 74,974



 当中間連結会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

 
  

 前連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

 
（注） 剰余金の配当のうち利益剰余金△2,115百万円及び役員賞与は、平成18年５月の定時株主総会における利益

処分項目であります。 

  

株主資本
評価・ 

換算差額等
少数株主 

持分
純資産合計

資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他 

有価証券

評価差額金

平成19年２月28日残高 (百万円) 43,343 536 35,960 △5,044 74,796 854 138 75,789

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △2,115 ― △2,115 ― ― △2,115

 中間純損失 ― ― △27,223 ― △27,223 ― ― △27,223

 自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― ― △0

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― ― △318 50 △268

中間連結会計期間中の変動額合計 

           (百万円)
― ― △29,339 △0 △29,339 △318 50 △29,607

平成19年８月31日残高 (百万円) 43,343 536 6,621 △5,044 45,457 536 188 46,181

株主資本
評価・ 

換算差額等
少数株主 

持分
純資産合計

資本金
資本 

剰余金

利益 

剰余金
自己株式

株主資本

合計

その他 

有価証券

評価差額金

平成18年２月28日残高 (百万円) 43,343 536 26,307 △5,175 65,011 1,061 188 66,261

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △4,230 ─ △4,230 ─ ─ △4,230

  役員賞与(注) ─ ─ △39 ─ △39 ─ ─ △39

 当期純利益 ─ ─ 13,944 ─ 13,944 ─ ─ 13,944

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △1 △1 ─ ─ △1

 自己株式の処分 ─ △0 △20 133 111 ─ ─ 111

 株主資本以外の項目の 

 連結会計年度中の変動額(純額)
─ ─ ― ─ ─ △206 △49 △256

連結会計年度中の変動額合計 

           (百万円)
─ △0 9,653 131 9,784 △206 △49 9,528

平成19年２月28日残高 (百万円) 43,343 536 35,960 △5,044 74,796 854 138 75,789



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年３月１日

至 平成19年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(自 平成18年３月１日

至 平成19年２月28日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 

  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期)純利益  

    又は税金等調整前中間純損失(△)
13,978 △45,528 16,385

   減価償却費 88 151 261

   無形固定資産償却額 1,546 1,743 3,204

   貸倒引当金の増加額 7,793 48,157 7,085

   賞与引当金の減少額 △14 △83 △69

    役員賞与引当金の増加・ 

      減少(△)額
─ △31 31

   利用促進引当金の増加額 516 1,284 1,104

   退職給付引当金の増加・ 

   減少(△)額
42 △54 △25

   役員退職慰労引当金の減少額 △301 △15 △299

   利息返還損失引当金の増加額 2,035 11,181 18,914

   受取利息及び受取配当金 △60 △65 △66

     固定資産売却益 △11 ― △11

   固定資産売却損 841 ― 910

   投資有価証券売却益 △78 △302 △91

   持分法による投資損失 49 46 0

   営業債権の増加額 △47,919 △21,197 △74,165

   たな卸資産の減少額 27 ― 1,222

   営業債務の増加額 2,696 2,729 2,447

   預り金の増加・減少(△)額 △7,036 △6,646 2,486

   割賦利益繰延の減少額 △56 △34 △39

   役員賞与の支払額 △39 ― △39

     その他 6,770 9,399 8,004

小計 △19,132 732 △12,748

   利息及び配当金の受取額 87 79 94

   法人税等の支払額 △473 △12,441 △361

   営業活動による 

   キャッシュ・フロー
△19,518 △11,629 △13,016



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年３月１日

至 平成19年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(自 平成18年３月１日

至 平成19年２月28日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 

  キャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △218 △139 △1,020

   有形固定資産の売却による収入 641 ― 656

   無形固定資産の取得による支出 △1,518 △2,445 △4,344

   無形固定資産の売却による収入 9 0 9

   投資有価証券の取得による支出 △1,500 △326 △1,500

   投資有価証券の売却による収入 78 434 94

   連結子会社株式の追加取得に 

   よる支出
─ △18 △62

   その他 △112 ― △117

   投資活動による 

   キャッシュ・フロー
△2,619 △2,495 △6,283

Ⅲ 財務活動による 

  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増加額 21,876 2,489 22,336

   長期借入れによる収入 68,176 56,105 202,709

   長期借入金の返済による支出 △78,849 △59,821  △210,162

   自己株式の取得による支出 △1 △0 △1

   少数株主からの払込みによる収入 ─ 60 ─

   配当金の支払額 △2,094 △2,109 △4,206

   その他 0 ― 0

   財務活動による 

   キャッシュ・フロー
9,107 △3,277 10,675

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

  換算差額
△0 △9 △1

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △13,030  △17,411 △8,625

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

  期首残高
90,640 82,211 90,640

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の 

  増加額
196 ― 196

Ⅷ 現金及び現金同等物の 

  中間期末(期末)残高
77,806 64,799 82,211



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 連結の範囲に関す
る事項  

連結子会社数 14社

主要な連結子会社名
 エムシーエス債権管理回
収㈱

 ㈱アルファオーエムシー

 
連結子会社数 12社

主要な連結子会社名
 エムシーエス債権管理回
収㈱

  なお、㈱プロセントに
ついては、平成19年３月
26日に新たに設立したこ
とにより、当中間連結会
計期間より連結子会社に
含めております。

 
連結子会社数 11社

 連結子会社名は、「第
１ 企業の概況 ４ 関
係会社の状況」に記載し
ているため、省略してお
ります。 
 なお、㈱アルファオー
エムシー及び㈱オーエム
シーカードスタッフにつ
いては、平成19年２月１
日において当社が吸収合
併したことにより、連結
子会社から除いておりま
す。 
 また、㈱丸興デンキラ
ンドについては、平成19
年２月28日において清算
結了したことにより、連
結子会社から除いており
ます。

２ 持分法の適用に関
する事項

持分法適用関連会社数２社
主要な持分法適用関連会社
名
 ネットウィング証券㈱
 なお、ネットウィング証
券㈱については、平成18年
４月１日に日本協栄証券㈱
より商号変更しておりま
す。

持分法適用関連会社数２社
主要な持分法適用関連会社
名
 ネットウィング証券㈱

持分法適用関連会社数２社
主要な持分法適用関連会社
名
 ネットウィング証券㈱
 なお、ネットウィング証
券㈱については、平成18年
４月１日に日本協栄証券㈱
より商号変更しておりま
す。

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

 連結子会社の中間決算日
は、㈱アネックス・キャピ
タル他２社が６月末であ
り、連結子会社の中間決算
日現在の中間財務諸表を使
用しております。 
 なお、中間連結決算日と
の間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調
整を行っております。

同左

 

 連結子会社の事業年度の
末日は、㈱アネックス・キ
ャピタル他２社が12月末で
あり、連結子会社の決算日
現在の財務諸表を使用して
おります。 
 なお、連結決算日との間
に生じた重要な取引につい
ては、連結上必要な調整を
行っております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結会計期間

末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は全部

純資産直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

時価のないもの

移動平均法による

原価法

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券
同左

  

  

  

  

  

  

  

 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による

原価法

②デリバティブ

時価法

②デリバティブ

同左

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

商品
販売用不動産 
個別法による原価
法

③たな卸資産

同左

③たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

建物(建物付属設備を

除く)

定額法

建物(建物付属設備を

除く)以外の有形固定

資産

定率法

 なお、主な耐用年数

は、建物及び構築物３～

50年であります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

建物(建物付属設備を

除く)

定額法

建物(建物付属設備を

除く)以外の有形固定

資産

定率法

 なお、主な耐用年数

は、建物及び構築物３～

15年であります。

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

定額法

 なお、主な償却年数

は、自社利用のソフトウ

ェア５年であります。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(3) 重要な引当金の計上基

準
①貸倒引当金
 債権の貸倒れ等による
損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。
(追加情報)  
  一部の連結子会社にお
いて、貸倒引当金の見積
りに係るデータ整備が完
了し、より精緻な将来リ
スクを測定可能とするデ
ータが集計できることと
なったため、従来の見積
方法を見直しておりま
す。この見直しにより、
従来の方法に比べ、税金
等調整前中間純利益は
1,685百万円減少してお
ります。

(3) 重要な引当金の計上基

準
①貸倒引当金
 債権の貸倒れ等による
損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。
 

(3) 重要な引当金の計上基

準
①貸倒引当金
 債権の貸倒れ等による
損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については
個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計
上しております。
(追加情報)
  一部の連結子会社にお
いて、貸倒引当金の見積
りに係るデータ整備が完
了し、より精緻な将来リ
スクを測定可能とするデ
ータが集計できることと
なったため、従来の見積
方法を見直しておりま
す。この見直しにより、
従来の方法に比べ、税金
等調整前当期純利益は
1,685百万円減少してお
ります。

②賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に
充てるため、将来の支給
見込額のうち当中間連結
会計期間の負担額を計上
しております。

②賞与引当金
同左

②賞与引当金 
 執行役員及び従業員の
賞与の支給に充てるた
め、将来の支給見込額の
うち当連結会計年度の負
担額を計上しておりま
す。

――――― ――――― ③役員賞与引当金 
 役員の賞与の支給に充
てるため、当連結会計年
度末における支給見込額
を計上しております。

④利用促進引当金 
 カード利用促進を目的
とするポイント制度に基
づき、カード会員に付与
したポイントの使用によ
る費用負担に備えるた
め、当中間連結会計期間
末における費用負担見込
額を計上しております。

④利用促進引当金
 カード利用促進を目的
とするポイント制度に基
づき、カード会員に付与
したポイントの使用によ
る費用負担に備えるた
め、当中間連結会計期間
末における費用負担見込
額を計上しております。
(追加情報) 
  利用促進引当金は、前
中間連結会計期間末にお
いては流動負債に表示し
ておりましたが、平成18
年６月からのポイント制
度の変更により、前連結
会計年度末におけるポイ
ントの大部分の有効期間
が２年になり、１年以内
の使用額について正確な
算定が困難となったた
め、前連結会計年度末よ
り固定負債に表示してお
ります。

④利用促進引当金 
 カード利用促進を目的
とするポイント制度に基
づき、カード会員に付与
したポイントの使用によ
る費用負担に備えるた
め、当連結会計年度末に
おける費用負担見込額を
計上しております。
(追加情報) 
 従来、利用促進引当金
は、流動負債に表示して
おりましたが、平成18年
６月からのポイント制度
の変更により、当連結会
計年度末におけるポイン
トの大部分の有効期間が
２年になり、１年以内の
使用額について正確な算
定が困難となったため、
当連結会計年度より固定
負債に表示しておりま
す。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

 当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

⑤退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しております。 
 過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。 
 数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。    
(追加情報)   
 平成18年７月に適格退
職年金制度を確定給付企
業年金法に基づく確定給
付企業年金制度に移行し
ました。当該移行による
会計処理については、
「退職給付制度間の移行
等に関する会計処理」
(企業会計基準適用指針
第１号)を適用し、この
変更に伴い退職給付債務
が104百万円減少し、同
額の過去勤務債務が発生
いたしました。

⑤退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間連結会
計期間末において発生し
ていると認められる額を
計上しております。 
 過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。 
 数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。    

⑤退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備
えるため、当連結会計年
度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額
に基づき、当連結会計年
度末において発生してい
ると認められる額を計上
しております。 
 過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。 
 数理計算上の差異は、
各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理すること
としております。 
(追加情報) 
 平成18年７月に適格退
職年金制度を確定給付企
業年金法に基づく確定給
付企業年金制度に移行し
ました。当該移行による
会計処理については、
「退職給付制度間の移行
等に関する会計処理」
(企業会計基準適用指針
第１号)を適用し、この
変更に伴い退職給付債務
が104百万円減少し、同
額の過去勤務債務が発生
いたしました。

⑥役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員の退
職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく当中
間連結会計期間末要支給
額を計上しております。 
(追加情報)   
 当社は経営改革の一環
として、役員及び執行役
員の退職慰労金制度を廃
止することとし、平成18
年５月26日開催の定時株
主総会において、本制度
の打ち切り支給議案が承
認可決されております。
これに伴い、当中間連結
会計期間において「役員
退職慰労引当金」を全額
取崩し、打ち切り支給額
の未払い分については、
流動負債の「その他」及
び固定負債の「その他」
に含めて表示しておりま
す。

⑥役員退職慰労引当金
 一部の連結子会社にお
いて、役員及び執行役員
の退職慰労金の支給に備
えるため、内規に基づく
当中間連結会計期間末要
支給額を計上しておりま
す。

⑥役員退職慰労引当金 
 役員及び執行役員の退
職慰労金の支給に備える
ため、内規に基づく当連
結会計年度末要支給額を
計上しております。 
(追加情報)  
 当社は経営改革の一環
として、役員及び執行役
員の退職慰労金制度を廃
止することとし、平成18
年５月26日開催の定時株
主総会において、本制度
の打ち切り支給議案が承
認可決されております。
これに伴い、当連結会計
年度において「役員退職
慰労引当金」を全額取崩
し、打ち切り支給額の未
払い分については、固定
負債の「その他」に含め
て表示しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

 当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

⑦利息返還損失引当金 

 将来の利息返還の請求

に備えるため、過去の返

還実績等を勘案した必要

額を計上しております。

(追加情報)  

 従来、将来発生すると

見込まれる利息の返還額

については、流動負債の

「その他」に含めて表示

しておりましたが、金額

的重要性が増したこと及

び日本公認会計士協会よ

り「「貸金業の規制等に

関する法律」のみなし弁

済規定の適用に係る 高

裁判決を踏まえた消費者

金融会社等における監査

上の留意事項について」

(日本公認会計士協会リ

サーチ・センター審理情

報[No.24] 平成18年３

月15日)が公表されたこ

とを踏まえ、当中間連結

会計期間より、利息返還

損失引当金として表示し

ております。この変更に

よる損益に与える影響は

ありません。

 なお、前連結会計年度

末における当該金額は

985百万円であります。

⑦利息返還損失引当金 

 将来の利息返還の請求

に備えるため、過去の返

還実績等を勘案した必要

額を計上しております。

(追加情報)  

 利息返還損失引当金

は、前中間連結会計期間

末においては流動負債に

表示しておりましたが、

日本公認会計士協会よ

り、「消費者金融会社等

の利息返還請求による損

失に係る引当金の計上に

関する監査上の取扱い」

(日本公認会計士協会業

種別委員会報告第37号 

平成18年10月13日)が公

表されたことを踏まえ、

前連結会計年度の下期よ

り固定負債に表示すると

ともに、見積方法を変更

しております。

⑦利息返還損失引当金 

  将来の利息返還の請求

に備えるため、過去の返

還実績等を勘案した必要

額を計上しております。

(追加情報)  

  従来、将来発生すると

見込まれる利息の返還額

については、流動負債の

「その他(未払費用)」に

含めて表示しておりまし

たが、金額的重要性が増

したこと及び日本公認会

計士協会より、「消費者

金融会社等の利息返還請

求による損失に係る引当

金の計上に関する監査上

の取扱い」(日本公認会

計士協会業種別委員会報

告第37号 平成18年10月

13日)が公表されたこと

を踏まえ、当連結会計年

度より、利息返還損失引

当金として表示するとと

もに、見積方法を変更し

ております。

 これに伴い、当期首時

点における引当金計上額

10,176百万円(未払費用

期首振替額985百万円及

び貸倒引当金期首振替額

9,191百万円)との差額

10,958百万円を利息返還

損失引当金繰入額として

特別損失に計上しており

ます。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(4) 重要なリース取引の処

理方法

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

 原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

 ただし、特例処理の要

件を満たしている金利ス

ワップ取引については、

特例処理によっておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…金利スワ

ップ取引

ヘッジ対象…借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

③ヘッジ方針

 デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引限

度額等を定めた社内規定

である「デリバティブ取

扱規定」に基づき、金利

変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしておりま

す。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の

方法

 ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動額等を

基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。

ただし、特例処理によっ

ている金利スワップ取引

については、有効性の評

価を省略しております。

④ヘッジの有効性評価の

方法

同左

④ヘッジの有効性評価の

方法

同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(6) 収益の計上基準

 収益の計上基準は次の

とおりであります。

(6) 収益の計上基準

同左

(6) 収益の計上基準

同左

 

部門別 種別 計上方法

総合あっ

せん

顧客手数料 

(リボ払・ 

分割払)

主として残債方

式による期日到

来基準

加盟店手数

料

立替払契約時に

計上

個品あっ

せん

顧客手数料 

(分割払)

7・8分法による

期日到来基準

加盟店手数

料

立替払契約時に

計上

融資 貸付金利息

残債方式による

発生基準 

または7・8分法

による期日到来

基準

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。ただ

し、固定資産に係る控除

対象外消費税等は、長期

前払消費税等として投資

その他の資産の「その

他」に計上し、５年間で

均等償却を行っておりま

す。

(7) その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の会計処理

同左

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

同左

――――― ――――― ②繰延資産の処理方法 

 株式交付費は支出時に

全額費用として処理して

おります。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。



会計処理方法の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準

 当中間連結会計期間より、「固
定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」(企業
会計審議会 平成14年８月９日))
及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第６号 平成15年10月31
日)を適用しております。この変
更による損益に与える影響は軽微
であります。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規
則に基づき各資産の金額から直接
控除しております。

 ２  貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準

 当中間連結会計期間より、「貸
借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」(企業会計基準第
５号 平成17年12月９日)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日)を適用してお
ります。従来の「資本の部」の合
計に相当する金額は74,787百万円
であります。 
 なお、中間連結財務諸表規則の
改正により、当中間連結会計期間
における中間連結貸借対照表の純
資産の部については、改正後の中
間連結財務諸表規則により作成し
ております。

有形固定資産の減価償却方法の変更

 法人税法の改正に伴い、平成19年
４月１日以降に取得した有形固定資
産について、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しており
ます。この変更による損益に与える
影響は軽微であります。
 

１ 固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度より、「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固
定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計審
議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」(企業会計基準適用
指針第６号 平成15年10月31日)
を適用しております。この変更に
よる損益に与える影響は軽微であ
ります。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の連結財務諸表規則に
基づき各資産の金額から直接控除
しております。

２  役員賞与に関する会計基準

 当連結会計年度より、「役員賞
与に関する会計基準」(企業会計
基準第４号 平成17年11月29日)
を適用しております。この変更に
よる損益に与える影響は軽微であ
ります。

 ３  貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準

 当連結会計年度より、「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」(企業会計基準第５号
平成17年12月９日)及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する
会計基準等の適用指針」(企業会
計基準適用指針第８号 平成17年
12月９日)を適用しております。
従来の「資本の部」の合計に相当
する金額は75,651百万円でありま
す。

なお、連結財務諸表規則の改正
により、当連結会計年度における
連結貸借対照表の純資産の部につ
いては、改正後の連結財務諸表規
則により作成しております。

４ 企業結合に係る会計基準

当連結会計年度より、「企業結
合に係る会計基準」(企業会計審
議会 平成15年10月31日)及び
「事業分離等に関する会計基準」
(企業会計基準第７号 平成17年
12月27日)並びに「企業結合会計
基準及び事業分離等会計基準に関
する適用指針」(企業会計基準適
用指針第10号 平成17年12月27
日)を適用しております。



  

表示方法の変更 

  

 
  
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

中間連結キャッシュ・フロー計算書関係

 従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「差入保

証金の増加(△)・減少額」、「その他資産の増加(△)・

減少額」及び「その他負債の増加・減少(△)額」は、そ

れぞれ区分し表示しておりましたが、重要性が乏しいた

め、当中間連結会計期間より、「その他」として一括掲

記することにいたしました。 

 なお、当中間連結会計期間における「差入保証金の増

加額」は△476百万円、「その他資産の減少額」は6,721

百万円及び「その他負債の増加額」は525百万円であり

ます。

―――――

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成19年２月28日)

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

 

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 132,472

個品あっせん 4,223

計 136,695
  

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 155,496

個品あっせん 2,820

計 158,317
 

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 135,334

個品あっせん 3,425

計 138,760

※２ 有形固定資産減価償却累計額

1,202百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

832百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

706百万円

※３ 固定化営業債権

 財務諸表等規則第32条第１項

第10号に規定される破産債権、

再生債権、更生債権その他これ

らに準ずる債権であります。

※３ 固定化営業債権

同左

※３ 固定化営業債権

同左

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当中間 
会計期間 
受入額 

(百万円)

当中間 
会計期間 
実現額 

(百万円)

当中間 
会計期間
末残高 

(百万円)

総合 
あっせん

435 559 493 501

個品 
あっせん

347 131 222 257

融資 205 1 34 172

計 988 692 749 931

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当中間 
会計期間
受入額 

(百万円)

当中間 
会計期間
実現額 

(百万円)

当中間 
会計期間
末残高 

(百万円)

総合 
あっせん

634 674 617 691

個品 
あっせん

194 74 123 145

融資 120 0 42 78

計 949 749 783 914

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当期 
受入額 

(百万円)

当期 
実現額 

(百万円)

当期末 
残高 

(百万円)

総合 
あっせん

435 1,244 1,045 634

個品 
あっせん

347 231 384 194

融資 205 2 88 120

計 988 1,479 1,518 949

――――― 
 

※５ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

  営業貸付金 5,000百万円

―――――

担保付債務は次のとおりであ

ります。
固定負債「そ
の他(債権流動
化支払債務)」

5,000百万円

 

 ６ 偶発債務 

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

794百万円

 ６ 偶発債務

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

700百万円

 ６ 偶発債務

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

754百万円



 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

前連結会計年度末 
(平成19年２月28日)

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当中間連結

会計期間末において、割賦売掛

金19,231百万円及び営業貸付金

119,680百万円がオフバランス

となっております。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当中間連結会計期間末において

割賦売掛金に14,531百万円、営

業貸付金に68,080百万円を含め

て表示しております。

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当中間連結

会計期間末において、割賦売掛

金13,090百万円及び営業貸付金

103,208百万円がオフバランス

となっております。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当中間連結会計期間末において

割賦売掛金に17,093百万円、営

業貸付金に122,337百万円を含

めて表示しております。

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当連結会計

年度末において、割賦売掛金

18,470百万円及び営業貸付金

105,817百万円がオフバランス

となっております。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当連結会計年度末において割賦

売掛金に14,152百万円、営業貸

付金に89,097百万円を含めて表

示しております。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社及び連結子会社(㈱アル

ファオーエムシー)は、クレジ

ットカードに附帯するキャッシ

ング業務及びカードローン業務

を行っております。当該業務に

おける当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る貸出未実行

残高等は次のとおりでありま

す。

百万円

当座貸越極度 
額及び貸出コ 
ミットメント 
の総額

2,027,223

貸出実行残高 431,632

差引額 1,595,591

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社は、クレジットカードに

附帯するキャッシング業務及び

カードローン業務を行っており

ます。当該業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。 

 

 

百万円

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

2,052,313

貸出実行残高 433,071

差引額 1,619,242

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社は、クレジットカードに

附帯するキャッシング業務及び

カードローン業務を行っており

ます。当該業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。 

 

 

百万円

当座貸越極度 
額及び貸出コ 
ミットメント 
の総額

2,062,207

貸出実行残高 438,267

差引額 1,623,940

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

――――― 
 

※９ 財務制限条項

 借入金のうち、75,690百万円

には、純資産の部、営業利益及

び経常損失に係る財務制限条項

が付されております。

 なお、53,190百万円について

は、平成19年11月８日までに返

済しております。

―――――



(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

※１ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

百万円

広告宣伝費 7,435

利用促進 
引当金繰入額

1,688 

貸倒引当金 
繰入額

17,382

給料及び賞与 5,663

賞与引当金 
繰入額

740

退職給付 
引当金繰入額

257

役員退職慰労 
引当金繰入額

112 

利息返還損失 
引当金繰入額

2,035

 

※１ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

百万円

広告宣伝費 6,208

利用促進
引当金繰入額

2,653

貸倒引当金
繰入額

17,021

給料及び賞与 5,670

賞与引当金
繰入額

564

退職給付
引当金繰入額

225

役員退職慰労
引当金繰入額

1

利息返還損失
引当金繰入額

17,886

※１ 販売費及び一般管理費

 販売費及び一般管理費のうち

主なものは次のとおりでありま

す。

百万円

広告宣伝費 16,411

利用促進
引当金繰入額

 3,034

貸倒引当金
繰入額

35,849

給料及び賞与 12,217

賞与引当金
繰入額

652

役員賞与
引当金繰入額

31

退職給付
引当金繰入額

509

役員退職慰労 
引当金繰入額
利息返還損失
引当金繰入額

114

3,917

※２  固定資産売却益

 賃貸事業用資産の売却益5百

万円及び借地権の売却益5百万

円であります。

――――― ※２  固定資産売却益

 賃貸事業用資産の売却益5百

万円及び借地権の売却益5百万

円であります。

※３  固定資産売却損

 賃貸事業用資産の売却損826

百万円及び借地権の売却損14百

万円であります。

――――― ※３  固定資産売却損

 賃貸事業用資産の売却損866

百万円、借地権の売却損14百万

円及び電話加入権の売却損30百

万円であります。
――――― ※４  貸倒引当金繰入額

 平成19年９月からの新金利体

系における与信基準の見直しに

伴い分離・個別管理することと

した顧客向け債権に対する回収

不能見込額であります。

―――――

 

５ 事業部門別取扱高

事業部門別 金額(百万円)

信販事業 846,575

総合あっせん
463,091
(462,522)

個品あっせん
1,364

(  1,232)

融資
256,682
(256,681)

融資代行 33,606

その他 91,831

その他の事業 1,992

計 848,568

(注) １ ( )内は、元本取扱高で

あります。

２ 信販事業の「その他」の

主なものは、クレジット会

社への精算代行でありま

す。

 

５ 事業部門別取扱高

事業部門別 金額(百万円)

信販事業 820,930

総合あっせん
500,885
(500,199)

個品あっせん
784

(    709)

融資
224,546
(224,546)

その他 94,714

その他の事業 2,584

計 823,515

(注) １  ( )内は、元本取扱高で

あります。

２  前連結会計年度にＣＤ機

を東京スター銀行のＡＴＭ

に切替えたことにより、当

中間連結会計期間において

「融資代行」部門の計上は

ありません。

３  信販事業の「その他」の

主なものは、クレジット会

社への精算代行でありま

 

５ 事業部門別取扱高

事業部門別 金額(百万円)

信販事業 1,665,207

総合あっせん
940,257
(938,993)

個品あっせん
2,378

(  2,146)

融資
492,403
(492,400)

融資代行 41,867

その他 188,300

その他の事業 4,869

計 1,670,076

(注) １ ( )内は、元本取扱高で

あります。

２  信販事業の「その他」の

主なものは、クレジット会

社への精算代行でありま

す。



す。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

前中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   

  
２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) 普通株式の自己株式の増加579株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少55,670株は、主に㈱ダイエ

ーの子会社である大栄商事㈱を吸収合併したことに伴い、株主である同社へ割当交付したものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後

となるもの 

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 213,682,082 ─ ─ 213,682,082

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 2,169,160 579 55,670 2,114,069

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年５月26日 
定時株主総会

普通株式 2,115百万円 10円 平成18年２月28日 平成18年５月29日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年10月11日 
取締役会

普通株式 2,115百万円 利益剰余金 10円 平成18年８月31日 平成18年11月14日



当中間連結会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) 普通株式の自己株式の増加293株は、単元未満株式の買取によるものであります。  

  

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

 
  

  

前連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の増加973株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少55,740株は、主に㈱ダイエ

ーの子会社である大栄商事㈱を吸収合併したことに伴い、株主である同社へ割当交付したものであります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 213,682,082 ─ ─ 213,682,082

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

普通株式 2,114,393 293 ─ 2,114,686

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年５月25日 
定時株主総会

普通株式 2,115百万円 10円 平成19年２月28日 平成19年５月28日

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

普通株式 213,682,082 ─ ─ 213,682,082

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

普通株式 2,169,160 973 55,740 2,114,393

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年５月26日 
定時株主総会

普通株式 2,115百万円 10円 平成18年２月28日 平成18年５月29日

平成18年10月11日 
取締役会

普通株式 2,115百万円 10円 平成18年８月31日 平成18年11月14日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年5月25日 
定時株主総会

普通株式 2,115百万円 利益剰余金 10円 平成19年２月28日 平成19年５月28日



次へ 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 77,806

現金及び現金 
同等物

77,806

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 64,799

現金及び現金
同等物

64,799

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

百万円

現金及び預金勘定 82,211

現金及び現金
同等物

82,211



(リース取引関係) 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引

 借主側
(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額
及び中間期末残高相当額

 借主側
(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額
及び中間期末残高相当額

 借主側
(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額
及び期末残高相当額

 

科目

その他 
有形固定資産 
（器具備品） 

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア） 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 3,712 78 3,791

減価償却累
計額相当額 2,505 15 2,520

減損損失累
計額相当額 204 ─ 204

中間期末 
残高相当額 1,002 63 1,065

 

科目

その他 
有形固定資産
（器具備品）

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア） 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,144 290 2,434

減価償却累
計額相当額 1,270 66 1,336

中間期末 
残高相当額 874 223 1,097

 

科目

その他
有形固定資産
（器具備品）

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア） 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 3,538 290 3,828

減価償却累
計額相当額 2,434 37 2,472

減損損失累
計額相当額 32 ─ 32

期末残高 
相当額 1,070 252 1,323

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等

  未経過リース料中間期末残高
相当額

百万円

１年以内 569

１年超 750

計 1,320

 リース資産減損勘定の残高

204百万円

 

(2) 未経過リース料中間期末残高
相当額

百万円

１年以内 423

１年超 708

計 1,132

 

(2) 未経過リース料期末残高相当
額等

 未経過リース料期末残高 
相当額

百万円

１年以内 523

１年超 872

計 1,396

リース資産減損勘定の残高

32百万円

 

(3) 支払リース料、減価償却費相
当額、支払利息相当額及び減
損損失

百万円

支払リース料 401

減価償却費 
相当額

365

支払利息 
相当額

29

減損損失 204  

(3) 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額

百万円

支払リース料 310

減価償却費
相当額

282

支払利息
相当額

27

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費
相当額、支払利息相当額及び
減損損失

百万円

支払リース料 821

リース資産減損
勘定の取崩額

171

減価償却費
相当額

746

支払利息
相当額

63

減損損失 204

(4) 減価償却費相当額の算定方法
 リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法
同左

(5) 利息相当額の算定方法
 リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法
については、利息法によってお
ります。

(5) 利息相当額の算定方法
同左

(5) 利息相当額の算定方法
同左

２ オペレーティング・リース取引
 貸主側
  未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 281

計 318

２ オペレーティング・リース取引
 貸主側
  未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 244

計 281

２ オペレーティング・リース取引
貸主側
 未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 262

計 299



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成18年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には減

損処理を行い、30％～50％下落した場合には、下落率の推移並びに回復可能性を考慮して必要と認めた銘柄に

ついて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には減

損処理を行い、30％～50％下落した場合には、下落率の推移並びに回復可能性を考慮して必要と認めた銘柄に

ついて減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
  

前連結会計年度末(平成19年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、連結会計年度末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には減損処

理を行い、30％～50％下落した場合には、下落率の推移並びに回復可能性を考慮して必要と認めた銘柄につい

て減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 1,035 2,475 1,440

計 1,035 2,475 1,440

その他有価証券 非上場株式 1,773百万円

取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 990 1,753 763

計 990 1,753 763

その他有価証券 非上場株式 2,009百万円

取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

株式 1,035 2,287 1,251

計 1,035 2,287 1,251

その他有価証券 非上場株式 1,770百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年８月31日)、当中間連結会計期間末(平成19年８月31日)及び前連結会計

年度末(平成19年２月28日)のいずれにおいても、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引しか利用

していないため、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年３月１日 至 平成19年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２

月28日)については、全セグメントの営業収益の合計及び営業利益の合計額に占める信販事業の割合

が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年３月１日 至 平成19年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２

月28日)については、全セグメントの営業収益の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所

在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平

成19年３月１日 至 平成19年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２

月28日)については、海外営業収益が連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載を省略して

おります。 

  

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １    前中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

 当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２   １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

     ３   １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 353円49銭 １株当たり純資産額 217円39銭 １株当たり純資産額 357円57銭

１株当たり中間純利益 51円36銭 １株当たり中間純損失 △128円68銭 １株当たり当期純利益 65円92銭

前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日

至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年３月１日

至 平成19年８月31日)

前連結会計年度

(自 平成18年３月１日

至 平成19年２月28日)

１株当たり中間(当期)純利益

又は１株当たり中間純損失

 中間(当期)純利益 

 又は中間純損失(△)
(百万円) 10,864 △27,223 13,944

 普通株主に帰属しない金額

(百万円)
─ ─ ─

 普通株式に係る中間(当期)純利益

 又は中間純損失(△)   (百万円)
10,864 △27,223 13,944

 普通株式の期中平均株式数

(千株)
211,528 211,567 211,546

前中間連結会計期間末
(平成18年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

前連結会計年度末
(平成19年２月28日)

純資産の部の合計額 (百万円) 74,974 46,181 75,789

純資産の部の合計額から
控除する金額

 (百万円) 186 188 138

 (うち少数株主持分) (186)  (188) (138) 

普通株式に係る中間期末
(期末)の純資産額

(百万円) 74,787 45,993 75,651

１株当たり純資産額の算
定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数

 (千株) 211,568 211,567 211,567



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年８月31日)

当中間会計期間末

(平成19年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 74,995 62,867 80,217

２ 割賦売掛金 ※
１ 
７ 136,697 158,318 138,761

３ 営業貸付金 ※
５ 
７ 338,803 364,465 362,807

４ 商品 2,100 905 905

５ 繰延税金資産 12,558 39,454 13,660

６ その他 20,531 15,952 20,326

貸倒引当金 △43,231 △94,168 △45,889

流動資産合計 542,454 95.9 547,793 93.5 570,788 94.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※２

(1) 建物 426 966 967

(2) 土地 23 1 1

(3) その他 98 262 299

有形固定資産合計 548 0.1 1,230 0.2 1,268 0.2

２ 無形固定資産 7,656 1.4 9,032 1.5 8,810 1.5

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 9,628 6,053 6,127

(2) 固定化営業債権 ※３ 620 592 584

(3) 繰延税金資産 3,796 16,607 12,714

(4) 差入保証金 2,942 2,263 2,378

(5) その他 1,788 3,000 3,169

貸倒引当金 △618 △597 △582

投資損失引当金 △3,351 ― ─

投資その他の 
資産合計

14,807 2.6 27,919 4.8 24,391 4.0

固定資産合計 23,012 4.1 38,182 6.5 34,470 5.7

   資産合計 565,466 100.0 585,976 100.0 605,259 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年８月31日)

当中間会計期間末

(平成19年８月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 84 75 89

２ 買掛金 28,473 31,020 28,415

３ 短期借入金 83,040 85,973 83,500

４ 一年内返済
長期借入金

※９ 182,105 121,701 114,397

５ 未払法人税等 3,860 10,915 12,656

６ 預り金 15,557 18,442 25,085

７ 賞与引当金 640 468 646

８ 役員賞与引当金 ― ― 31

９ 利用促進引当金 2,446 ─ ─

10 利息返還損失引当金 2,035 ─ ─

11 割賦利益繰延 ※４ 931 914 949

12 その他 11,157 11,129 11,054

   流動負債合計 330,331 58.4 280,643 47.9 276,825 45.7

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※９ 154,388 214,295 225,315

２ 利用促進引当金 ─ 4,318 3,034

３ 退職給付引当金 2,962 2,865 2,921

４ 利息返還損失引当金 ─ 30,095 18,914

５ 受入保証金 807 697 707

６ その他 ※５ 771 5,419 610

固定負債合計 158,929 28.1 257,691 44.0 251,503 41.6

   負債合計 489,260 86.5 538,334 91.9 528,328 87.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 43,343 7.7 43,343 7.4 43,343 7.2

２ 資本剰余金

 (1) 資本準備金 536 536 536

  資本剰余金合計 536 0.1 536 0.1 536 0.1

３ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 594 1,017 805

 (2) その他利益剰余金

   別途積立金 20,000 20,000 20,000

   繰越利益剰余金 15,921 △12,663 16,546

  利益剰余金合計 36,515 6.4 8,354 1.4 37,352 6.1

４ 自己株式 △5,044 △0.9 △5,044 △0.9 △5,044 △0.8

  株主資本合計 75,351 13.3 47,189 8.0 76,188 12.6

Ⅱ 評価・換算差額等

  その他有価証券 
  評価差額金

854 0.2 452 0.1 742 0.1

評価・換算差額等 
合計

854 0.2 452 0.1 742 0.1

純資産合計 76,206 13.5 47,642 8.1 76,930 12.7

負債純資産合計 565,466 100.0 585,976 100.0 605,259 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間

(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

１ 総合あっせん収益 12,994 13,847 26,187

２ 個品あっせん収益 225 126 389

３ 融資収益 55,531 57,265 111,577

４ 融資代行収益 402 ― 501

５ その他の収益 ※１ 5,702 5,966 12,601

６ 金融収益 ※２ 25 49 64

営業収益合計 74,880 100.0 77,255 100.0 151,322 100.0

Ⅱ 営業費用

１ 販売費及び
一般管理費

52,291 69.9 69,375 89.8 107,808 71.3

２ 金融費用 ※３ 5,263 7.0 6,135 7.9 10,619 7.0

営業費用合計 57,554 76.9 75,511 97.7 118,427 78.3

営業利益 17,325 23.1 1,743 2.3 32,894 21.7

Ⅲ 営業外収益 337 0.5 158 0.2 589 0.4

Ⅳ 営業外費用 68 0.1 73 0.1 113 0.0

経常利益 17,594 23.5 1,828 2.4 33,370 22.1

Ⅴ 特別利益 84 0.1 302 0.4 127 0.1

Ⅵ 特別損失 ※４ 8,144 10.9 47,530 61.6 22,312 14.8

税引前中間(当期) 
純利益

9,534 12.7 ― ― 11,185 7.4

税引前中間純損失 ― ― 45,399 △58.8 ― ―

法人税、住民税 
及び事業税

3,789 10,973 12,431

法人税等調整額 △2,976 813 1.1 △29,490 △18,516 △24.0 △12,920 △488 △0.3

中間(当期)純利益 8,720 11.6 ― ― 11,673 7.7

中間純損失 ― ― 26,882 △34.8 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

 
(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・換

算差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金
資本 

準備金

その他資本

剰余金

利益 

準備金

その他利益剰余金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年２月28日 

残高          (百万円)
43,343 536 0 378 ― 29,591 △5,175 68,673 954 69,628

中間会計期間中の 

変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― 216 ― △2,331 ― △2,115 ― △2,115

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 20,000 △20,000 ― ― ― ―

  役員賞与(注) ― ― ― ― ― △39 ― △39 ― △39

 中間純利益 ― ― ― ― ― 8,720 ― 8,720 ― 8,720

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △1 △1 ― △1

 自己株式の処分 ― ― △0 ― ― △20 132 111 ― 111

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― △99 △99

中間会計期間中の 

変動額合計    (百万円)
― ― △0 216 20,000 △13,670 131 6,677 △99 6,578

平成18年８月31日 

残高          (百万円)
43,343 536 ― 594 20,000 15,921 △5,044 75,351 854 76,206



当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 

 
  

前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

 
(注)  剰余金の配当のうち利益準備金216百万円及び繰越利益剰余金△2,331百万円、別途積立金の積立並びに役員

賞与は平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本
評価・換

算差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金
資本 

準備金

利益 

準備金

その他利益剰余金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成19年２月28日 

残高          (百万円)
43,343 536 805 20,000 16,546 △5,044 76,188 742 76,930

中間会計期間中の 

変動額

 剰余金の配当 ― ― 211 ― △2,327 ― △2,115 ― △2,115

 中間純損失 ― ― ― ― △26,882 ― △26,882 ― △26,882

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △0 △0 ― △0

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額(純額)

― ― ― ― ― ― ― △290 △290

中間会計期間中の 

変動額合計    (百万円)
― ― 211 ― △29,209 △0 △28,998 △290 △29,288

平成19年８月31日 

残高          (百万円)
43,343 536 1,017 20,000 △12,663 △5,044 47,189 452 47,642

株主資本
評価・換

算差額等

純資産 

合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他有

価証券評

価差額金
資本 

準備金

その他資本

剰余金

利益 

準備金

その他利益剰余金

別途 

積立金

繰越利益 

剰余金

平成18年２月28日 

残高         (百万円)
43,343 536 0 378 ― 29,591 △5,175 68,673 954 69,628

事業年度中の 

変動額

 剰余金の配当(注) ― ― ― 427 ― △4,658 ― △4,230 ― △4,230

 別途積立金の積立(注) ― ― ― ― 20,000 △20,000 ― ― ― ―

  役員賞与(注) ― ― ― ― ― △39 ― △39 ― △39

 当期純利益 ― ― ― ― ― 11,673 ― 11,673 ― 11,673

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △1 △1 ― △1

 自己株式の処分 ― ― △0 ― ― △20 133 111 ― 111

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額

(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― △211 △211

事業年度中の 

変動額合計    (百万円)
― ― △0 427 20,000 △13,044 131 7,514 △211 7,302

平成19年２月28日 

残高          (百万円)
43,343 536 ― 805 20,000 16,546 △5,044 76,188 742 76,930



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会

社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

②その他有価証券

同左

  

  

  

  

  

  

 

②その他有価証券

時価のあるもの

事業年度末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

時価のないもの

移動平均法による原

価法

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

商品

販売用不動産

個別法による原価

法

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

建物(建物付属設備を除

く)

定額法

建物(建物付属設備を除

く)以外の有形固定資産

定率法

 なお、主な耐用年数

は、建物３～50年であり

ます。

(1) 有形固定資産

建物(建物付属設備を除

く)

定額法

建物(建物付属設備を除

く)以外の有形固定資産

定率法

  なお、主な耐用年数

は、建物３～15年であり

ます。

(1) 有形固定資産

      同左

(2) 無形固定資産

定額法

 なお、主な償却年数

は、自社利用のソフトウ

ェア５年であります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れ等による

損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 投資損失引当金

 関係会社への投資に係

る損失に備えるため、当

該会社の財政状態及び回

復可能性を勘案して必要

額を計上しております。

―――――
   

(2) 投資損失引当金 

  関係会社への投資に係

る損失に備えるため、当

該会社の財政状態及び回

復可能性を勘案して必要

額を計上しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(3) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に

充てるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計

期間の負担額を計上して

おります。

(3) 賞与引当金 
同左
 

(3) 賞与引当金 

 執行役員及び従業員の

賞与の支給に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当事業年度の負担額

を計上しております。
―――――  ――――― (4) 役員賞与引当金 

 役員の賞与の支給に充

てるため、当事業年度末

における支給見込額を計

上しております。

(5) 利用促進引当金

 カード利用促進を目的

とするポイント制度に基

づき、カード会員に付与

したポイントの使用によ

る費用負担に備えるた

め、当中間会計期間末に

おける費用負担見込額を

計上しております。

(5) 利用促進引当金

 カード利用促進を目的

とするポイント制度に基

づき、カード会員に付与

したポイントの使用によ

る費用負担に備えるた

め、当中間会計期間末に

おける費用負担見込額を

計上しております。

(追加情報)

 利用促進引当金は、前

中間会計期間末において

は流動負債に表示してお

りましたが、平成18年６

月からのポイント制度の

変更により、前事業年度

末におけるポイントの大

部分の有効期間が２年に

なり、１年以内の使用額

について正確な算定が困

難となったため、前事業

年度末より固定負債に表

示しております。

(5) 利用促進引当金
カード利用促進を目的

とするポイント制度に基
づき、カード会員に付与
したポイントの使用によ
る費用負担に備えるた
め、当事業年度末におけ
る費用負担見込額を計上
しております。
(追加情報)

従来、利用促進引当金
は、流動負債に表示して
おりましたが、平成18年
６月からのポイント制度
の変更により、当事業年
度末におけるポイントの
大部分の有効期間が２年
になり、１年以内の使用
額について正確な算定が
困難となったため、当事
業年度より固定負債に表
示しております。



項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(6) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。
 過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。
 数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてお
ります。
(追加情報)
  平成18年７月に適格退
職年金制度を確定給付企
業年金法に基づく確定給
付企業年金制度に移行し
ました。当該移行による
会計処理については、
「退職給付制度間の移行
等に関する会計処理」
(企業会計基準適用指針
第1号)を適用し、この変
更に伴い退職給付債務が
104百万円減少し、同額
の過去勤務債務が発生い
たしました。

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
おります。

過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。

数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてお
ります。

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当事業年度末にお
いて発生していると認め
られる額を計上しており
ます。

過去勤務債務は、その
発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の
年数(10年)による定額法
により費用処理しており
ます。

数理計算上の差異は、
各事業年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法によ
り按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費
用処理することとしてお
ります。
(追加情報)

平成18年７月に適格退
職年金制度を確定給付企
業年金法に基づく確定給
付企業年金制度に移行し
ました。当該移行による
会計処理については、
「退職給付制度間の移行
等に関する会計処理」
(企業会計基準適用指針
第1号)を適用し、この変
更に伴い退職給付債務が
104百万円減少し、同額
の過去勤務債務が発生い
たしました。

(7) 役員退職慰労引当金

(追加情報)
 当社は経営改革の一環
として、役員及び執行役
員の退職慰労金制度を廃
止することとし、平成18
年５月26日開催の定時株
主総会において、本制度
の打ち切り支給議案が承
認可決されております。
これに伴い、当中間会計
期間において「役員退職
慰労引当金」を全額取崩
し、打ち切り支給額の未
払い分については、流動
負債の「その他」及び固
定負債の「その他」に含
めて表示しております。

―――――

         
(7) 役員退職慰労引当金

(追加情報)
当社は経営改革の一環

として、役員及び執行役
員の退職慰労金制度を廃
止することとし、平成18
年５月26日開催の定時株
主総会において、本制度
の打ち切り支給議案が承
認可決されております。
これに伴い、当事業年度
において「役員退職慰労
引当金」を全額取崩し、
打ち切り支給額の未払い
分については、固定負債
の「その他」に含めて表
示しております。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(8) 利息返還損失引当金
 将来の利息返還の請求
に備えるため、過去の返
還実績等を勘案した必要
額を計上しております。 
(追加情報）  
 従来、将来発生すると
見込まれる利息の返還額
については、流動負債の
「その他（未払費用）」
に含めて表示しておりま
したが、金額的重要性が
増したこと及び日本公認
会計士協会より「「貸金
業の規制等に関する法
律」のみなし弁済規定の
適用に係る 高裁判決を
踏まえた消費者金融会社
等における監査上の留意
事項について」（日本公
認会計士協会リサーチ 
・セ ン タ ー 審 理 情 報
[No.24] 平成18年３月
15日）が公表されたこと
を踏まえ、当中間会計期
間より、利息返還損失引
当金として表示しており
ます。この変更による損
益に与える影響はありま
せん。  
 なお、前事業年度末に
おける当該金額は985百
万円であります。

(8) 利息返還損失引当金
将来の利息返還の請求

に備えるため、過去の返
還実績等を勘案した必要
額を計上しております。
(追加情報） 

利息返還損失引当金
は、前中間会計期間末に
おいては流動負債に表示
しておりましたが、日本
公認会計士協会より、
「消費者金融会社等の利
息返還請求による損失に
係る引当金の計上に関す
る監査上の取扱い」(日
本公認会計士協会業種別
委員会報告第37号 平成
18年10月13日)が公表さ
れたことを踏まえ、前事
業年度の下期より固定負
債に表示するとともに、
見積方法を変更しており
ます。

(8) 利息返還損失引当金
将来の利息返還の請求

に備えるため、過去の返
還実績等を勘案した必要
額を計上しております。
(追加情報)

従来、将来発生すると
見込まれる利息の返還額
については、流動負債の
「未払費用」に含めて表
示しておりましたが、金
額的重要性が増したこと
及び日本公認会計士協会
より、「消費者金融会社
等の利息返還請求による
損失に係る引当金の計上
に関する監査上の取扱
い」(日本公認会計士協
会業種別委員会報告第37
号平成18年10月13日)が
公表されたことを踏ま
え、当事業年度より、利
息返還損失引当金として
表示するとともに、見積
方法を変更しておりま
す。

これに伴い、当期首時
点における引当金計上額
10,176百万円(未払費用
期首振替額985百万円及
び貸倒引当金期首振替額
9,191百万円)との差額
10,958百万円を利息返還
損失引当金繰入額として
特別損失に計上しており
ます。



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

 ただし、特例処理の要

件を満たしている金利ス

ワップ取引については、

特例処理によっておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

ヘッジ手段…金利スワッ

プ取引

ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(3) ヘッジ方針

 デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引限

度額等を定めた社内規定

である「デリバティブ取

扱規定」に基づき、金利

変動リスクを一定の範囲

内でヘッジしておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

 ヘッジ対象とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動額等を

基礎にして、ヘッジ有効

性を評価しております。

ただし、特例処理によっ

ている金利スワップ取引

については、有効性の評

価を省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

６ その他中間財務諸

表作成のための基

本となる重要な事

項

 

(1) 収益の計上基準

収益の計上基準は次 

のとおりであります。
部門別 種別 計上方法

総合あっ

せん

顧客手数料 

(リボ払・ 

分割払)

主として残債方

式による期日到

来基準

加盟店手数

料

立替払契約時に

計上

個品あっ

せん

顧客手数料 

(分割払)

7・8分法による

期日到来基準

加盟店手数

料

立替払契約時に

計上

融資 貸付金利息

残債方式による

発生基準 

または7・8分法

による期日到来

基準

(1) 収益の計上基準

同左

(1) 収益の計上基準

同左

(2) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。ただ

し、固定資産に係る控除

対象外消費税等は、長期

前払消費税等として投資

その他の資産の「その

他」に計上し、５年間で

均等償却を行っておりま

す。

 なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その

他」に含めて計上してお

ります。

(2) 消費税等の会計処理

同左

(2) 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。ただ

し、固定資産に係る控除

対象外消費税等は、長期

前払消費税等として投資

その他の資産の「その

他」に計上し、５年間で

均等償却を行っておりま

す。



会計処理方法の変更 

  

 
  
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 １  固定資産の減損に係る会計基準

  当中間会計期間より、「固定資
産の減損に係る会計基準」(「固
定資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」(企業会計審
議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」(企業会計基準適用
指針第６号 平成15年10月31日)
を適用しております。この変更に
よる損益に与える影響は軽微であ
ります。
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則
に基づき各資産の金額から直接控
除しております。

 ２  貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準

 当中間会計期間より、「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する
会計基準」(企業会計基準第５号
平成17年12月９日)及び「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する
会計基準等の適用指針」(企業会
計基準適用指針第８号 平成17年
12月９日)を適用しております。
従来の「資本の部」の合計に相当
する金額は76,206百万円でありま
す。
 なお、中間財務諸表等規則の改
正により、当中間会計期間におけ
る中間貸借対照表の純資産の部に
ついては、改正後の中間財務諸表
等規則により作成しております。

有形固定資産の減価償却方法の変更

 法人税法の改正に伴い、平成19年
４月１日以降に取得した有形固定資
産について、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更しており
ます。この変更による損益に与える
影響は軽微であります。

 

１  固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度より、「固定資産の
減損に係る会計基準」(「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会
平成14年８月９日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」(企業会計基準適用指針第６
号 平成15年10月31日)を適用し
ております。この変更による損益
に与える影響は軽微であります。

なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基
づき各資産の金額から直接控除し
ております。

２  役員賞与に関する会計基準

当事業年度より、「役員賞与に
関する会計基準」(企業会計基準
第４号 平成17年11月29日)を適
用しております。この変更による
損益に与える影響は軽微でありま
す。

３ 貸借対照表の純資産の部の表示  
 に関する会計基準

当事業年度より、「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計
基準」(企業会計基準第５号 平
成17年12月９日)及び「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会
計基準等の適用指針」(企業会計
基準適用指針第８号 平成17年12
月９日)を適用しております。従
来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は76,930百万円でありま
す。
 なお、財務諸表等規則の改正に
より、当事業年度における貸借対
照表の純資産の部については、改
正後の財務諸表等規則により作成
しております。

４ 企業結合に係る会計基準
 当事業年度より、「企業結合に
係る会計基準」(企業会計審議会
平成15年10月31日)及び「事業分
離等に関する会計基準」(企業会
計基準第７号 平成17年12月27
日)並びに「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適
用指針」(企業会計基準適用指針
第10号 平成17年12月27日)を適
用しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年８月31日)

当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

前事業年度末 
(平成19年２月28日)

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

※１ 割賦売掛金

 部門別の割賦売掛金残高は次

のとおりであります。

 

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 132,474

個品あっせん 4,223

計 136,697
  

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 155,497

個品あっせん 2,820

計 158,318
  

部門別 金額(百万円)

総合あっせん 135,335

個品あっせん 3,425

計 138,761

※２ 有形固定資産減価償却累計額

569百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

804百万円

※２ 有形固定資産減価償却累計額

687百万円

※３ 固定化営業債権

 財務諸表等規則第32条第１項

第10号に規定される破産債権、

再生債権、更生債権その他これ

らに準ずる債権であります。

※３ 固定化営業債権

同左

※３ 固定化営業債権

同左

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

※４ 割賦利益繰延

 部門別の割賦利益繰延残高は

次のとおりであります。

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当中間 
会計期間 
受入額 

(百万円)

当中間 
会計期間 
実現額 

(百万円)

当中間 
会計期間
末残高 

(百万円)

総合 
あっせん

435 559 493 501

個品 
あっせん

347 131 222 257

融資 205 1 34 172

計 988 692 749 931

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当中間 
会計期間
受入額 

(百万円)

当中間 
会計期間
実現額 

(百万円)

当中間 
会計期間
末残高 

(百万円)

総合 
あっせん

634 674 617 691

個品 
あっせん

194 74 123 145

融資 120 0 42 78

計 949 749 783 914

部門別
前期末 
残高 

(百万円)

当期 
受入額 

(百万円)

当期 
実現額 

(百万円)

当期末 
残高 

(百万円)

総合 
あっせん

435 1,244 1,045 634

個品 
あっせん

347 231 384 194

融資 205 2 88 120

計 988 1,479 1,518 949

―――――

 

※５ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の

とおりであります。

営業貸付金 5,000百万円

担保付債務は次のとおりであ

ります。

固定負債「そ
の他(債権流動
化支払債務)」

5,000百万円

―――――

６ 偶発債務

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

            794百万円

６ 偶発債務

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

             700百万円

６ 偶発債務

信用保証業務のうち債権債務

とみなされない保証債務額

            754百万円



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年８月31日)

当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

前事業年度末 
(平成19年２月28日)

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当中間会計

期間末において、割賦売掛金

19,231百万円及び営業貸付金

119,680百万円がオフバランス

となっております。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当中間会計期間末において割賦

売掛金に14,531百万円、営業貸

付金に68,080百万円を含めて表

示しております。

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当中間会計

期間末において、割賦売掛金

13,090百万円及び営業貸付金

103,208百万円がオフバランス

となっております。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当中間会計期間末において割賦

売掛金に17,093百万円、営業貸

付金に122,337百万円を含めて

表示しております。

※７ 債権流動化

 債権流動化に伴い当事業年度

末において、割賦売掛金18,470

百万円及び営業貸付金105,817

百万円がオフバランスとなって

おります。

 なお、債権流動化に伴い当社

が保有している信託受益権は、

当事業年度末において割賦売掛

金に14,152百万円、営業貸付金

に89,097百万円を含めて表示し

ております。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社は、クレジットカードに

附帯するキャッシング業務及び

カードローン業務を行っており

ます。当該業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。

百万円

当座貸越極度 
額及び貸出コ 
ミットメント 
の総額

2,007,308

貸出実行残高 413,669

差引額 1,593,639

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社は、クレジットカードに

附帯するキャッシング業務及び

カードローン業務を行っており

ます。当該業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。

百万円

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

2,052,313

貸出実行残高 433,071

差引額 1,619,242

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

 

 ８ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

 当社は、クレジットカードに

附帯するキャッシング業務及び

カードローン業務を行っており

ます。当該業務における当座貸

越契約及び貸出コミットメント

に係る貸出未実行残高等は次の

とおりであります。

百万円

当座貸越極度 
額及び貸出コ 
ミットメント 
の総額

2,062,207

貸出実行残高 438,267

差引額 1,623,940

 なお、同契約においては、顧

客の信用状況の変化、その他相

当の事由があるときは貸出を停

止する旨の条項が付されており

ますので、必ずしも貸出未実行

残高のすべてが貸出実行される

ものではありません。

――――― ※９ 財務制限条項

 借入金のうち、75,690百万円

には、純資産の部、営業利益及

び経常損失に係る財務制限条項

が付されております。

 なお、53,190百万円について

は、平成19年11月８日までに返

済しております。

―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ その他の収益

 その他の収益はクレジットカ

ード年会費収入、保険代理店収

入等であります。

※１ その他の収益

同左

※１ その他の収益

同左

※２ 金融収益

  金融収益は受取利息でありま

す。

※２ 金融収益

同左

※２ 金融収益
同左

※３ 金融費用

 金融費用のうち主なものは、

支払利息4,679百万円でありま

す。

※４ 特別損失

 特別損失のうち主なものは、

貸倒引当金繰入額3,595百万円

及び投資損失引当金繰入額

3,351百万円であります。

※３ 金融費用

 金融費用のうち主なものは、

支払利息4,557百万円でありま

す。

※４ 特別損失

 特別損失のうち主なものは貸

倒引当金繰入額47,290百万円で

あり、そのうち47,148百万円

は、平成19年９月からの新金利

体系における与信基準の見直し

に伴い分離・個別管理すること

とした顧客向け債権に対する回

収不能見込額であります。

※３ 金融費用

 金融費用のうち主なものは、

支払利息9,075百万円でありま

す。

※４ 特別損失

 特別損失のうち主なものは、

利息返還損失引当金繰入額

10,958百万円、貸倒引当金繰入

額3,727百万円及び投資損失引

当金繰入額3,351百万円であり

ます。

５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 50

無形固定資産 1,505

５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 143

無形固定資産 1,701

５ 減価償却実施額

百万円

有形固定資産 205

無形固定資産 3,108

 

６ 部門別取扱高

部門別 金額(百万円)

総合あっせん
463,091
(462,522)

個品あっせん
1,364

( 1,232)

融資
251,960
(251,959)

融資代行 34,037

その他 91,581

計 842,035

(注) １  ( )内は、元本取扱高で

あります。

２ 「その他」の主なものは、

クレジット会社への精算代

行であります。

 

６ 部門別取扱高

部門別 金額(百万円)

総合あっせん
500,885
(500,199)

個品あっせん
784

(  709)

融資
224,546
(224,546)

その他 94,438

計 820,654

(注) １  ( )内は、元本取扱高で

あります。

２  前事業年度にＣＤ機を東

京スター銀行のＡＴＭに切

替えたことにより、当中間

会計期間において「融資代

行」部門の計上はありませ

ん。

３ 「その他」の主なものは、

クレジット会社への精算代

行であります。

 

６ 部門別取扱高

部門別 金額(百万円)

総合あっせん
940,257
(938,993)

個品あっせん
2,378

( 2,146)

融資
485,411
(485,408)

融資代行 42,368

その他 187,751

計 1,658,166

(注) １  ( )内は、元本取扱高で

あります。

２ 「その他」の主なものは、

クレジット会社への精算代

行であります。



次へ 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
前中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) 普通株式の自己株式の増加579株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少55,670株は、主に㈱ダイエ

ーの子会社である大栄商事㈱を吸収合併したことに伴い、株主である同社へ割当交付したものであります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日) 
  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注) 普通株式の自己株式の増加293株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

前事業年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 
  

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(注) 普通株式の自己株式の増加973株は、単元未満株式の買取によるものであり、減少55,740株は、主に㈱ダイエ

ーの子会社である大栄商事㈱を吸収合併したことに伴い、株主である同社へ割当交付したものであります。 

株式の種類
前事業年度末

株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 2,169,160 579 55,670 2,114,069

株式の種類
前事業年度末

株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 2,114,393 293 ─ 2,114,686

株式の種類
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 2,169,160 973 55,740 2,114,393



(リース取引関係) 

  

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 借主側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  借主側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

  借主側

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

 

科目

その他 
有形固定資産 
（器具備品） 

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア） 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,227 48 2,275

減価償却累
計額相当額 1,345 12 1,357

中間期末 
残高相当額 881 36 918

 

科目

その他 
有形固定資産
（器具備品）

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア） 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,104 290 2,394

減価償却累
計額相当額 1,259 66 1,326

中間期末 
残高相当額 844 223 1,068

 

科目

その他  
有形固定資産
（器具備品）

(百万円)

無形固定資産
（ソフト 
ウェア）  
(百万円)

合計  
(百万円)

取得価額 
相当額 2,739 290 3,030

減価償却累 
計額相当額 1,732 37 1,769

期末残高 
相当額 1,007 252 1,260

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当

額

 

百万円

１年以内 358

１年超 589

計 948
  

百万円

１年以内 414

１年超 687

計 1,101
  

百万円

１年以内 453

１年超 840

計 1,293

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

百万円

支払リース料 244

減価償却費 
相当額

223

支払利息 
相当額

19

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

百万円

支払リース料 282

減価償却費
相当額

257

支払利息
相当額

25

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

百万円

支払リース料 553

減価償却費
相当額

504

支払利息
相当額

46

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

  

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

  貸主側
  未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 281

計 318

２ オペレーティング・リース取引

  貸主側
  未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 244

計 281

２ オペレーティング・リース取引

 貸主側
 未経過リース料

百万円

１年以内 37

１年超 262

計 299



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １   前中間会計期間及び前事業年度の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。  

  当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

     ２   １株当たり中間(当期)純利益又は１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
    ３   １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  
  

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 360円20銭 １株当たり純資産額 225円19銭 １株当たり純資産額 363円62銭

１株当たり中間純利益 41円23銭 １株当たり中間純損失 △127円06銭 １株当たり当期純利益 55円18銭

前中間会計期間
(自 平成18年３月１日
至 平成18年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日
至 平成19年８月31日)

前事業年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり中間(当期)純利益
又は１株当たり中間純損失
 中間(当期)純利益  
  又は中間純損失(△)

(百万円) 8,720 △26,882 11,673

  普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ─

  普通株式に係る中間(当期)純利益
   又は中間純損失(△)  (百万円)

8,720 △26,882 11,673

  普通株式の期中平均株式数
(千株)

211,528 211,567 211,546

前中間会計期間末
(平成18年８月31日)

当中間会計期間末
(平成19年８月31日)

前事業年度末
(平成19年２月28日)

純資産の部の合計額 (百万円) 76,206 47,642 76,930

純資産の部の合計額から
控除する金額

 (百万円) ─ ─ ─

普通株式に係る中間期末
(期末)の純資産額

(百万円) 76,206 47,642 76,930

１株当たり純資産額の算
定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数

 (千株) 211,568 211,567 211,567



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(2) 有価証券報告書     事業年度    自 平成18年３月１日      平成19年５月25日  
  及びその添付書類    (第81期)     至 平成19年２月28日         関東財務局長に提出 
  

  

  

  

  

  

  

  

(1) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第３号(親会社の異動) 
に基づく臨時報告書

平成19年３月19日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 オーエムシーカード 

 
  

 

  

 

  

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社オーエムシーカードの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社オーエムシーカード及び連結子会社の平成18年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

平成18年11月21日

取  締  役  会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士  松  村  浩  司  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

株式会社 オーエムシーカード 

 
  

 

  

 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社オーエムシーカードの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、

中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社オーエムシーカード及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

 

平成19年11月15日

取  締  役  会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士  松  村  浩  司  ㊞

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 オーエムシーカード 

 
  

 

  

 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社オーエムシーカードの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第81期事業年度の中間

会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社オーエムシーカードの平成18年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

  

  

 

平成18年11月21日

取  締  役  会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士  松  村  浩  司  ㊞

業務執行社員

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

 

  

 

株式会社 オーエムシーカード 

 
  

 

  

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社オーエムシーカードの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第82期事業

年度の中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社オーエムシーカードの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

  

  

  

 

平成19年11月15日

取  締  役  会   御 中

監査法人 トーマツ

指 定 社 員
公認会計士  西  岡  雅  信  ㊞

業務執行社員

指 定 社 員
公認会計士  松  村  浩  司  ㊞

業務執行社員

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。
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